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【 件 名 】T PP 交渉 結果 の 情報 開示 及び 必要 施策 の 構築 を 求め る 意見 書 





環 太平 洋 経済 連携 協定 (TPP) 交渉 の 閣僚 会 合 は 、10 月 5 日 に 大 筋 合 意 に 達し た と の 

















声明 を 発表 し 3 








E し た 。 こ れ を 受け て 、 政 府 が 11 月 25 日 に 決定 し た 政策 大 綱 は 、 農 林 水 産 





業 の 成長 産業 イ 





続け られ な く な る 」、 


聞か れ ま す 。 


























E や 中 堅 ・ 中 小 企業 の 国際 化 を 柱 に 据え た も の で あり 、 安 倍 普 三 首 相 は 「 攻 
め の 農 林 水 産業 に 転換 する 」 と 強調 し て いま す が 、 農 業者 か ら は 「 小 規模 農業 者 は 農業 を 
































「 中 山間 地 等 地域 の 現状 に 肥 し て いな い 」 と いっ た 不安 や 不満 の 声 が 




















大 綱 は 、 歴 代 の 政権 が 取り 組ん で きた 政策 の 焼き 直し が 多く 、 具 体 策 に 乏しい と 共に 、 




















対策 予算 の 規模 に は 触れ て お ら ず 、「 既 存 の 予算 に 支障 を 来 さ な いよ うに 政府 全体 で 責任 を 
持っ て 確保 する 」 と 記す に 留め て いま す 。 ま た 、 政 府 は TPP 交 渉 の 詳細 及び その 影響 に 














つい て 公表 し て お ら ず 、T PP 発効 に ON こ 大 綱 が 十分 な 安 
心材 料 を 提供 し た と 
I 海外 か ら 安 価 な 農産 品 が 流入 すれ ば 国内 農業 に と っ て 大 き な 間 威 で 











、 対 策 を 講 














は 言え ませ ん 。 関税 の 撤廃 、 引 下げ 等 に より 農業 分 野 は 特に 影響 を 受 

















じ る こと が 急務 で あり ます 。 よ っ て 、 農 業 分 野 の 持続 的 な 発展 に 向け て 、 














on 農業 者 へ の 所 得 支 援 策 な ど 影 響 を 緩和 する た め の 
政策 が 必要 で ある と 考え ます 。 
以上 の 状況 に 鑑み 、 次 の 事項 の 実現 を 強く 求め ます 。 


















































1 i 速やか に 情報 開示 する と 共に その 影響 に つい て 分 析 し 、 
2 の 容 が 、 rt ee 日 本 国 全 体 の 国益 に か な っ た も の と 





な っ て いる の か 国会 に お いて 十分 に 審議 する こと 。 







































































3 農林 業 の 持続 的 な 発展 ( hd に つい て 、 速 や か に 検討 する こと 。 























以上 、 地 方 自 








台 法 

















第 99 条 に 基づき 意見 書 を 提出 し ます 。 
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第 189 回 国会 の 最大 の 1 











会 及び 本 会 議 で 与党 が 採決 を 強行 し 、 








この 安全 保障 関連 法案 は 、 国 際 紛 争 に 対処 する 諸 外 攻 
[国際 平和 支援 法案 」 
に 可能 に する 武力 攻撃 事態 法 や 自衛 隊 法 な ど 10 件 の 法 





措置 を と ら な く 











て も 随時 可能 に する 





























備 法案 」 の 2 法案 で あり 、 国 民生 活 ( 
衆参 両院 合わ せ て 200 時 間 を 超え る 法案 審議 が 行わ れ た に も 係わら ず 、 凍 僚 の 答弁 は 不 
ある 実質 的 な 議論 が 十分 に され た と は 言い 難い 状況 で し た 。 自衛 隊 の 海外 
衛 権 行使 の 判断 が 、 時 の 政権 の 裁量 に 和 要 ね られ て し まう の で は な いか と 不 








安定 で 、 中 身 の 
派遣 や 集団 的 自 
安 視 す る 声 は 高 
で きま せん 。 

集団 的 自衛 権 
本 か ら 変 える も 















































多数 の 憲法 学者 、 





受け 止め る べき 
































平成 27 年 9 月 19 








重点 で あっ た 安全 保障 関連 法案 は 、 参 議院 平和 安全 法制 特別 委員 
日 に 成立 し まし た 。 














の 旧 















































と 、 集 




















隊 等 の 後方 支援 を 新た な 立法 




















団 的 自衛 権 行使 を 限定 的 











を 
こ 関 わる 極め て 重要 な 







































































まり 、 報 道 各社 の 世 訓 








の で あり 





の 行使 容認 は 、 こ れ 
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人 査 を 見 て も 、 国 

















改正 する 「 平 和 安 全 法 制 整 
た 案 で あり まし た 。 





























ul 








民 の 


























元 内 閣法 制 局 長官 








で あり ます 。 そ の よう な 
遺 憎 で あり ます 。 














# 解 が 得 ら れ た と 言う こと は 











E で 歴代 政権 が 維持 し て きた 戦後 の 安全 保障 体制 を 根 


す 。 安 全 保障 関連 法案 は 、 合 憲 で ある と の 主張 が ある 一 方 で 、 














元 最高 裁判 所 長官 な ど が 違憲 だ と 断 じ し た こと は 重く 

















で 採決 が 強行 され 、 法 案 が 成立 し た こと は 誠に 


よっ て 、 国 及び 政府 関係 機関 に 対し 、 益 法 の 根幹 に 係わる 安全 保障 関連 法案 の 強行 採決 





に 対し 抗議 する 
め ま す 。 











と と も に 、 国 際 平 和 支 援 法 及 び 














以上 、 地 方 E 











治 法 第 99 条 の 規定 に 

















基づき 意見 書 を 提出 


= 
Qr( 








E す 。 











F 和 安全 法制 整備 法 を 廃止 する よう 強く 求 
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【 議 決 年 月 日 】 平成 28 年 2 月 18 日 
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【 件 名 】T PP 交渉 の 大 筋 合 意 に つい て の 対応 に 関す る 意見 書 








政府 は 、 環 太平 洋 経済 連携 協定 (TPP) 交渉 に つい て 、 平 成 27 る 


























意 に 達し た と の 声明 を 発表 し 、 こ れ を 受け て TTPP の 経済 効果 分 析 を 
の 経済 財政 府 問 会 議 に お いて 公表 し まし た 。 そ の 内 容 は 、 農 林 水 産物 
が 最大 2, 100 億 円 減少 する と 見 込ん だ も の の 、 国 内 対策 を 講じ る こと 
保 さ れ 、 生 産 量 は 維持 と な り 、 食 料 自給 率 も 変動 は し な いと し て いま 
析 結 果 は 国内 対策 が 有効 に 作用 し た 場合 に 限定 され て お り 、「 農 業 へ の 
り 、 政 策 効果 を 過大 に 見 越し た と し か 思え な い 」 等 の 疑念 の 声 が 上 が 








































































































































































































乳 製品 、 甘 味 資源 作物 の 重要 5 品目 に つい て は 、 関 税 撤廃 を 再考 する 























まとめ 、12 月 24 








に つい て は 、 生 産 





E 10 月 5 日 に 大 筋 





に より 農家 所 得 は 確 
すず 。 し が し 、 と の 


影響 を 過小 に 見 積 




















っ て いま す 。 








必要 が あり ます 。 








また 、 政 府 の 試算 は 、 海 外 農業 国 の 農業 戦略 を 考慮 し て お ら ず 、 米 、 麦 、 和 牛肉 ・ 豚 肉 、 


よ 


っ て 、 農 業 分 野 の 持続 的 な 発展 に 向け て 、 協 定 内容 の 精査 や 的 確 で 実効 性 の 高い 政策 の 展 























開 が 必要 で ある と 考え ます 。 
以上 の 状況 に 氏 み 、 次 の 事項 の 実現 を 強く 求め ます 。 






























































て 再生 産 が 可能 と な る 政策 を 確立 する こと 。 

2 新規 就農 者 な どの 担い 手 育 成 、 作 業 受託 組織 へ の 支援 、 農 地 の 集 
イン フラ 整備 を 講じ る こと 。 
3 中 山間 地 を 含め た 耕作 条件 不利 地域 で の 営農 継続 と 伝統 文化 の 継 
応 し た 政策 を 講じ る こと 。 































































































承 、 及 び 定 住 化 に 

















1 大 筋 合 意 の 内 容 及 びそ の 影響 を 精査 し 、 経 営 安定 対策 な ど 将 来 に わた っ て 希望 を 持っ 
る こ 


積 、 流 通 施設 な どの 


4 地理 的 表示 保護 制度 の 運用 な ど 知 的 財産 対策 、 地 域 政策 の 拡充 、 流 通 施設 の 整備 や 非 























関税 障 長 の 撤廃 な ど 輸 出 促進 対策 を 講じ る こと 。 



























































5 外食 や 加工 食品 で の 原料 原産 地表 示 の 強化 、 適 正 価格 で の 流通 強化 、 学 校 給食 で の 和 


















































食 の 推進 や 地域 ブラ ンド 産品 の 利 活用 支援 を 講じ る こと 。 




































































以上 、 地 方 自治 法 第 99 条 に 基づき 意見 書 を 提出 し ます 。 
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ー 関 市 | 【 議 決 年 月 日 】 平 成 28 年 2 月 23 日 

【 提 出 先 】 衆議院 議長 、 参 議院 議長 、 内 閣 総理 大 臣 、 財 務 大 臣 、 農 林 水 産 大 臣 、 
経済 再生 担当 大 臣 、 地 方 創 生 担 当 大 臣 、 岩 手 県 知事 

【 件 名 】 大雪 に よる 農業 施設 へ の 被害 に 対す る 緊急 支援 を 求め る 意見 書 























平成 28 年 1 月 18 日 か ら 19 日 に か け て 、 重く 湿っ た 大 雪が 降っ た こと に より 、 一 関 市 の 
東部 を 中 心 に 100 棟 を 超え る 農業 用 ビニ ー ル ハウ ス が 、 倒 壊 又は 損壊 する と いう 甚大 な 被 
害 が 生じ まし た 。 
被害 農家 の 中 に は 、10 棟 が 全壊 、5 棟 が 損壊 し 、 再 建 す る た め に は 1 千 万 円 を 上 回 る 経 
費 が 生じ る と 推定 され る 農家 も あり 、 個 人 で の 復旧 は 極め て 困難 な ケー ス が 多く あり ます 。 
ハウ ス の 用 途 は 、 ほ うれ ん 草 、 ト マト や ピー マン 、 キ ュ ウ リ 、 花 電 、 育 苗 な ど 多 様 で あ 
り 、 農 産物 の 収穫 ・ 販 売 が 出来 な く な っ た ケー ス や 、 こ れ か ら 始 まる 春の 農作業 へ の 影響 
も 深刻 で あり ます 。 

一 関 市 の 基幹 産業 で ある 農業 の 振興 の た め に も 、 再 生産 が 可能 と な り 、 さ ら に は 、 生 産 
者 が 明日 の 農業 に 希望 が 持て る よう 、 以 下 の 点 に つい て 早急 に 万 全 の 施策 を 講じ る こと を 
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求め ます 。 
記 
1 今年 の 生産 に 問 に 合う よう な 再建 支援 及び つなぎ の 財政 的 支援 等 の 具体 策 を 早急 に 講 
ら じ る こと 。 

















2 被害 施設 の 撤去 及び 設置 費用 の 支援 に つい て も 、 十 分 考慮 する こと 。 
3 自然 災害 に よる 被害 農家 の 再生 産 が 可能 と な る よう 、 恒 久 的 な 対策 を 担保 する 法 整 備 
を 行う と と も に 、 政 府 に お いて 必要 な 財源 を 確保 する こと 。 


















































以上 、 地 方 自治 法 第 99 条 の 規定 に より 、 意 見 書 を 提出 する 。 





























市 町 村 議 会 名 


意見 書 の 内 容 








西 和 賀 町 





【 議 決 年 月 日 】 平成 28 年 3 月 18 日 
【 提 出 先 】 衆議院 議長 、 参 議院 議長 、 内 閣 総理 大 臣 、 外 務 大 臣 、 防 衛 大 臣 、 
安全 保障 法制 担当 大 臣 、 内 閣 官 房 長官 


【 件 名 】 安 全 保障 関連 法 の 廃止 を 求め る 意見 書 

















平成 2 7 年 9 月 1 9 日 、 参 議院 本 会 議 に お いて 安全 保障 関連 法 が 十分 な 国会 審議 を 経る 
こよ な く 可決 成立 し た 。 

この 法律 は 、 安 倍 内 閣 が 集団 的 自衛 権 の 行使 を 容認 する 憲法 解釈 の 変更 を 行い 、 武 力 攻 
撃 事態 法 、PKO 法 な ど 上 既存 の 1 0 の 法律 を 一 括 し て 改正 する 平和 安全 法制 整備 法 と 新法 
の 国際 平和 支援 法 で ある 。 
型 会 の 審議 を 通じ て 憲法 違反 の 法律 で ある こと が 指摘 され 、 戦 闘 地域 で の 兵 韻 活 動 、 戦 
乱 の 続く 地域 で の 治安 維持 活動 、 さ ら に クラ スタ ー 爆 弾 ま で 輸送 で きる と する 後方 支援 活 
動 は 、 憲 法 が 禁じ る 武力 行使 その も の で ある 。 そ し て 圧倒 的 多数 の 憲法 学者 、 内 閣法 制 局 
長官 経験 者 等 が 、 安 全 保障 関連 法案 は 「 違 憲 」 と 断 じ し た こと は 極め て 重大 で ある 。 

各種 世論 調査 で も 、 審 議 を すれ ば する ほど 、 国 民 の 多数 が 安全 保障 関連 法案 に 「 反 対 」 
の 声 が 広がり 、「 政 府 の 説明 が 不 十分 」 と する も の が 8 割 を 超え て いる 。 

よっ て 、 憲 法 の 根幹 に か か わる この 法律 が 十分 な 審議 を 行う こと な く 成 立 し た こと は 極 
め て 遺 憎 で ある こと か ら 、 国 に お いて は 安全 保障 関連 法 を 廃止 する よう 強く 要望 する 。 
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以上 、 地 方 自治 法 第 9 9 条 の 規定 に より 意見 書 を 提出 する 。 
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【 提 出 先 】 衆議院 議長 、 参 議院 議長 、 内 閣 総理 大 臣 、 総 務 大 臣 、 厚 生 労働 大 臣 、 
文部 科学 大 臣 
【 件 名 】 軽度 外傷 性 脳 損 傷 ・ 脳 し ん と う の 周 知 と 予防 、 そ の 危険 性 や 予後 の 相談 可 
能 な 窓口 な どの 設置 を 求め る 意見 書 








軽度 外傷 性 脳 損傷 は 、 転 倒 、 転 落 、 交 通 事故 、 ス ポー ツ 外 傷 な ど に より 、 頭 部 に 衝撃 を 
Ain ti ON A iR 
ど し て 発症 する 疾病 で ある 。 い わ ゆ る 脳 し ん と うと は 軽度 外傷 性 脳 損傷 の 類 い で ある 。 
主 な 症状 は 、 高 次 脳 機能 障害 に よる 記憶 力 ・ 理 解 力 ・ 注 意 力 の 低下 を 初め 、 て ん か ん な 
どの 意識 障害 、 半 身 麻痺 、 視 野 が 狭く な る 、 に お いや 味 が わか ら な く な る な どの 多発 性 脳 
神経 麻痺 、 尿 失禁 な ど 複 雑 か つ 多 様 で ある 。 
平成 2 4 年 7 月 に 文部 科学 省 が 「 学 校 に お ける 体育 活動 中 の 事故 防止 に つい て 」 と いう 
報告 書 を まとめ 、 さ ら に 平成 2 5 年 1 2 月 に は 、 和 社団 法人 日 本 脳神経 外科 学会 か ら 「 ス ポ 
ツ に よる 脳 損傷 を 予防 する た め の 提 言 」 が 提出 され 、 同 月 に は 、 文 部 科学 者 より 「 ス ポ 

ー ツ に よる 脳 損傷 を 予防 する た め の 提 言 に 関す る 情報 提供 に つい て 」 の 事務 連絡 が 出さ れ 
た が 、 実 際 の 教育 現場 や 家庭 で は 、 い まだ 正確 な 認識 と 理解 が 進ま ず 、 対 応 も 後手 に 回 っ 
て し まい 、 再 就学 ・ 再 就職 の タイ ミン グ を 失っ て し まい 、 生 活 全般 に 不安 、 不 便 、 孤 独 を 
感じ て 、 最 悪 、 う つつ 状態 に 陥っ て し まう 人 も お り 、 和 槍 患 年 齢 が 低 年 齢 で も われ ば 発達 障害 と 
みな され 見 過ごさ れる 事態 に 至っ て いる 。 
また 、 重 篤 な 事案 と な っ た 場合 に も 事 故 の 初動 調査 が 遅れ が ち に な る こと に より 、 
の 経緯 が 明確 に な ら な いた め 、 介 護 ・ 医 療 ・ 補 償 問 題 も が 後手 に 回 っ て し まい 、 最 悪 、 
庭 の 崩壊 へ と 陥っ て いる 家族 も あり 、 事 故 調 査 を な い が し ろ に し て し まう が た め に 、 同 様 
の 事故 を 線 り 返し 起こ し て し まっ て いる の が 現状 で ある 。 

よっ て 、 国 に お いて は 、 次 の 事項 に つい て 適切 な 措置 を 講じ る よう 強く 要望 する 。 
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1 軽度 外傷 性 脳 損傷 ・ 脳 し ん と うに つい て 、 国 民 、 幼 稚 園 ・ 保 育 園 及 び 学 校 な ど 教 育 機 
関 へ の 麻 発 の 徹底 を 行い 、 各 自治 体 の 医療 相談 窓口 等 に 対応 の 出来 る 職員 を 配置 し 、 適 
切な 対応 を と れる よう に 対策 を 図る こと 。 

2 既に 国際 オリ ン ピ ッ ク 委 員 会 や 国際 サッ カー 連盟 に お いて 採用 され る SCAT (スポ 
ー ツ 脳 し ん と うに 関す る 国際 会 議 に お いて 開発 され た 脳 し ん と う 後 の 状態 を 評価 する た 
め の 標 準 的 な ツー ル ) に つい て 、 軽 度 外 傷 性 騰 損 傷 の 起こ りう る 現場 の 責任 者 ・ 監 督 者 
( 各 学 校 な どの 教師 ・ 保 健 師 ・ ス ポー ツ コ ー チ な ど ) に お いて は 特段 、SCAT の 携帯 
を 図り 、 重 大 事故 発生 の 予防 に つなげ る こと が 重要 で ある と 認識 し 、 応 急 処置 ・ 即 時 対 
応 を で きる よう に する こと 。 

3 軽度 外傷 性 脳 損傷 ・ 脳 し ん と う を 疑っ た 場合 に は 、 直ちに 適切 な 専門 医 の 診断 を 受け 、 
CT エン MR I だ け で は な く 、 神 経 学 的 検査 の 受診 も 義務 づけ る と と も に 、SCAT を 実 




















































































































































































































市 町 村 議 会 名 意見 書 の 内 容 














地 し 、 予 後 の 経過 和 観察 や 対応 で きる 医療 連携 体制 の 構築 を 進め 
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と と も に 第 三 者 調査 機関 を 設置 し 、 迅 速 に 事故 調査 及び 開示 を 行 
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以上 、 地 方 自治 法 第 9 9 条 の 規定 
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こよ り 意 見 書 を 提出 する 。 


























る こ 
4 幼稚 園 ・ 保 育 園 及 び 学 校内 で 発生 し た 事案 が 重 篤 な 場合 は 、 志 ち に 家族 へ 報告 を ? 
行 と 











市 町 村 議 会 名 意見 書 の 内 容 





住 田 町 A の 


【 提 出 先 】 衆議院 議長 、 参 議院 議長 、 内 閣 総理 大 臣 、 外 務 大 臣 、 防 衛 大 臣 
【 件 の 























住田 町 議会 は 、 平成 2 6 年 9 月 議会 に お いて 、「 集 団 的 自衛 権 の 行使 を 容認 する 憲法 解釈 
の 変更 を 行わ な いよ う 求 め る 意見 書 」 を 採択 し 、 関 係 機関 に を 提出 し た 。 
さら に は 、 平 成 2 7 年 9 月 議会 に お いて 、「 安 全 保 際 関 法案 の 慎重 審議 を 求め る 意 見 書 」 
を 採択 し 、 同 様 に 、 関 係 機関 に 意見 書 を 提出 し て いる 。 

し か し 、 安 全 保障 関連 法 は 、 国 民 へ の 丁寧 な 説明 が な いま ま 、 平 成 2 7 年 9 月 1 9 日 
参議 院 本 会 議 に お いて 、 可 決 ・ 成 立 し た 。 

この こと は 、 歴代 政権 が 、 こ れ ま で 憲法 第 9 条 の 下 で は ゆる され な いと し て きた こと を 、 
大 きく 転換 する も の で あり 、 特 に も 、 上 記 の 法律 に つい て は 、 第 1 8 9 回 国会 開会 中 の 各 
1 ™ }」 と する 
意見 が 多く 寄せ られ 、 国 民 の 理解 を 得 た と は 言い 難い も の と な っ て いる 。 
Nd DN SN 憲法 違反 で ある と 
の 指摘 が な され て いる と ころ で あり 、 と う て い 容認 で きる も の で は な い 。 
以上 の こと か ら 、 こ の 法律 が 十分 な 審議 を 尽く し た うえ で 成立 し た と は 言え ず 、 政 府 に 
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は 、 国 民 に 対し 丁寧 な 説明 を 求め る と と も に 、 立 憲 主 義 を 踏ま えた 国民 的 な 合意 を 得る 必 
a SS RC 
求め る も の で ある 。 
































以上 、 地 方 自治 法 第 9 9 条 の 規定 に より 意見 書 を 提出 する 。 





























市 町 村 議 会 名 


意見 書 の 内 容 








住 田 町 





【 議 決 年 月 日 】 平成 28 年 3 月 14 日 

【 提 出 先 】 衆 議院 議長 、 参 議院 議長 、 内 閣 総理 大 臣 、 外 務 大 臣 、 経 済 再生 担当 大 臣 、 
農林 水産 大 臣 、 経 済 産業 大 臣 、 内 閣 官房 長官 

【 件 名 】T PP 協定 の 調印 ・ 批 准 し な いこ と を 求め る 意見 書 











TTPP 参加 国 は 、2015 年 10 月 5 日 に 「 大 筋 合 意 」、1 1 月 5 日 に 「 暫 定 文書 」 を 発 
表し まし た 。 そ の 内 容 は 、 農 林 水 産物 の 8 割 以上 の 関税 を 撤廃 し 、 重 要 5 品 目 に つい て も 
コメ や 乳 製 品 な ど 無 税 輸入 枠 や TP P 枠 を 新た に 設定 し て 輸入 を 受け 入れ る も の に な っ て 
いる 。 
特に 、 コ メ が 余り 、 米価 が 最 落 し て いる 中 で 、 農家 に 飼料 米 を 作ら せる 一 方 で アメ リカ 、 
オー スト ラリ ア 産 米 合 わせ て 7. 8 万 トン の 「 特 別 輸入 枠 」 の 新設 、 牛 肉 ・ 豚 肉 の 大 幅 な 
関税 引き 下げ 、 重 要 品 目 以外 の 果樹 や 野菜 及び その 加工 品 に お ける 関税 撤廃 と な っ て いる 。 

し か も これ ら の 内 容 は 、 主 要 農 産品 は 交渉 か ら 「 除 外 ま た は 再 協議 」 と いう 国会 決議 か 
ら 明 ら か に 違反 する も の で あり 、 食 料 自給 率 の 更 な る 低下 は も と より 、 日 本 の 農林 水産 業 
や 地域 経済 に 深刻 な 打撃 を 与え る も の に な る 。 

さら に は 、I SDS 人 条項 、 医 療 ・ 保 険 分 野 、 食 の 安全 な ど 各 界 か ら 出 され て いる 懸念 へ 
の 説明 を 速やか に 行い 、 国 民 的 な 議論 を 保障 すべ き で ある 。 

徹底 し た 秘密 交渉 の 中 で 進め られ 、 農 林 水 産業 や 国民 生活 に 多大 な 影響 を 及ぼ すこ の 度 
の 「 合 意 」 に 基づく TPP 協定 へ の 調印 ・ 批 誰 は 認め られ な い 。 

よっ て 、 政 府 に お いて は 、 A 0 


E 細 と 協定 本 文 を 速やか に 開示 し 、 国 会 ・ 国 民 の 議論 を 保障 す 
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1 TPP「 大 筋 合 意 」 の 
る こと 。 
2 国会 決議 に 違反 する TPP 「 大 筋 合 意 」 は 撤回 し 、 協 定 へ の 調印 ・ 批 准 は 行わ な いこ 
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以上 、 地 方 自治 法 第 9 9 条 の 規定 に より 意見 書 を 提出 する 。 
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山 田 町 





【 議 決 年 月 日 】 平成 28 年 3 月 10 日 
【 提 出 先 】 内閣 総理 大 臣 、 総 務 大 臣 、 財 務 大 臣 、 厚 生 労 働 大 臣 、 文 部 科学 大 臣 、 
岩手 知事 

【 件 名 】 安全 ・ 安 心 の 医療 ・ 介 護 実 現 の た め の 夜勤 改 善 ・ 大 幅 増 員 を 求め る 意見 書 
東日本 大 震 災 で は 、「 医 療 崩 壊 」、「 介 護 月 壊 」 の 実情 が 改め て 明らか に な り 、 そ の 中 で 医 
師 、 看 護 師 、 介 護 職員 な ど 医 療 ・ 福 祉 労働 者 の 人 手 不足 も 浮き 彫り に な っ た 。 

厚生 労働 省 が 2011 年 6 月 1 7 日 に 出し た 「 看 護 師 等 の 『 雇 用 の 質 』 の 向上 の た め の 
取り 組み に つい て の 通知 (5 局長 通知 )」 で は 、「 看 護 師 等 の 勤務 環境 の 改善 な くし て 、 持 
続 可能 な 医療 提供 体制 や 医療 安全 の 確保 は 望め な い 。 和 夜勤 ・ 交 次 制 労働 者 等 の 勤務 環境 改 
善 は 、 喫 忠 の 課題 」 と し て いる 。 安全 ・ 安 心 の 医療 ・ 介 護 の た め に も 、 看 護 師 な ど 夜 勤 ・ 
交 将 制 労働 者 の 増員 が 必要 で ある 。 
医師 ・ 看 護 師 ・ 介 護 職員 等 の 増員 を 実現 し 、 安 全 で 行き 届い た 医療 ・ 看 
を 図る た め の 対 策 を 講じ られ る よう 、 次 の 事項 に つい て 要望 する 。 
記 
職員 等 を 大 幅 に 増やす こと 。 



































































































































































































































































































































8・ 介 護 の 拡充 
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医師 ・ 看 護 師 ・ 介 











石山 









































以上 、 地 方 自治 法 第 9 9 条 の 規定 に より 意見 書 を 提出 する 。 
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